


貸　 借　 対　 照　 表
      （２０２６年３月３１日現在）

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

（資　産　の　部） ( 17,022,282,358 ) （負　債　の　部） ( 9,991,350,028 )

流　　動　　資　　産 12,277,210,486 流　　動　　負　　債 7,395,517,365

5,058,358,347 7,358,337

2,371,741,043 3,051,359,551

4,120,181,429 2,100,000,000

13,218,585 1,364,880

11,459,811 472,113,763

701,393,372 100,677,362

857,899 306,930,700

244,766,800

固　　定　　資　　産 4,745,071,872 150,200,000

2,018,331,832 22,577,433

418,975,127 509,539,700

3,392,892 10,005,000

232,937,512 418,623,839
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308,715,966 固　　定　　負　　債 2,595,832,663

1,046,842,000 1,200,000,000

1,240,800 141,578,135

6,227,529 902,607,405

114,200,220 181,303,345

114,200,220 170,343,778

2,612,539,820

133,063 （純　資　産　の　部） ( 7,030,932,330 )

2,077,920,000 株　 　主 　　資　 　本 7,030,932,330

6,853,793  資　　    本　　　  金 100,000,000

148,647,994  資　 本 　剰 　余 　金 25,000,000

378,984,970 25,000,000

1,002,954  利　 益 　剰 　余 　金 6,905,932,330

△ 1,002,954 6,905,932,330

繰 越 利 益 剰 余 金 6,905,932,330

（うち当期純利益） ( 1,583,621,961 )

合　　　　　計 17,022,282,358 合　　　　　計 17,022,282,358

商 品 及 び 製 品 短 期 借 入 金

（単位：円）

現 金 及 び 預 金 電 子 記 録 債 務

売 掛 金 買 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 リ ー ス 債 務

前 払 費 用 未 払 金

未 収 入 金 未 払 費 用

そ の 他 未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

前 受 金

預 り 金有 形 固 定 資 産

役 員 賞 与 引 当 金

建 物

製 品 保 証 引 当 金

構 築 物

賞 与 引 当 金

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

長 期 借 入 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品

長 期 預 り 保 証 金

土 地

リ ー ス 資 産

製 品 保 証 引 当 金

建 設 仮 勘 定

資 産 除 去 債 務

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他 利 益 剰 余 金貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

資 本 準 備 金
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個別注記表

　　1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

時価のないもの
　移動平均法による原価法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

商 品 及 び 製 品 最終仕入原価法
原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
定額法

定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

(3) 引当金の計上基準

(4)

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

（リース資産を除く）

投 資 有 価 証 券

棚 卸 資 産

有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）
無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース契約1件あたり
のリース料総額が300万円以下のファイナンスリース取引を除きます）

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しています。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当期負担分を計上してい
ます。

役 員 賞 与 引 当 金 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しています。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しています。
過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処
理しています。
数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により発
生の翌期から費用処理しています。

製 品 保 証 引 当 金 将来発生が見込まれるアフターサービス費用に備えるため、販売済の一部の製品
について、過去の支出実績等を基準にして算出した見積額を計上しています。

収益及び費用の計上基準
　商品又は製品の販売に係る収益は、主に電動工具の販売によるものであり、顧客との販売契約に基づいて商
品又は製品を引き渡す履行義務を負っています。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、
顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しています。
　ただし、国内における販売は、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転するまでの期間が通常の期間である
ことから、出荷時に収益を認識しています。

 2


